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港湾労働法とその効果
柴田銀次郎
1. 序
港湾労働問題については，昭和38年10月関西大学商学論集に「港湾労働問
題の焦点」と題して，既に執筆しているけれども，昭和41年に入ってこの論
文の主旨の線に沿うた変革が実現するに至ったので，この問題を中心に弦に
再論し，更にこの変革から新たに生まれた問題を取り上げて考えることは，
現在の時点において特に必要と思われる。
港湾労働問題における変革とは，昭和40年6月3日に公布された港湾労働
法が41年4月 1日から一部実施に移され，更に同年 7月 1日から全面施行さ
れたという事実である。港湾労働法の実施により，ここに昭和26年4月公布
の港湾法と，昭和26年 5月公布の港湾運送事業法と合せて，港湾活動を基本
的に規制する「港湾 3法」が確立したことになり，たとえ港湾法と港湾運送
事業法とは施行後の功過に鑑み；現在又々改正案作成に着手中であるとはい
え，又，港湾労働法も経過的に，東京港，横浜港，名古屋港，大阪港，神戸
港，関門港の 6特定重要港湾に限って適用を受けるに止まっているけれども，
しかし，これを以って港湾に関する法律が一応賂ったと見ても差支えないと
思う。
2. 港湾労働の特殊性
従来，港湾労働には他の労働社会には見られぬ次のような特殊事情が存在
し，これが港湾政策の上においても労働政策の上においてもガンとなって，
常に貿易界でも海運界でも将又，労働行政の面でも強い悩みの種となってい
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る。
1. 私は前記「港湾労働問題の焦点」の中において，港湾労働には日雇労
働者が圧倒的に多数使用されているが，この中には月間指名労働者と名付け
る日雇でありながら公共職業安定所を通じて 1カ月単位で雁用契約され，し
かもこれが 1年時には数年連続して同一使用者の下に雁用されている労働者
があり，これが船内荷役では神戸港86%，横浜港52％の多きに達していると
いう事実を指摘した。かかる異常な労使関係は労働者の福祉の上からは勿論
のこと，港湾活動の円滑を期する上からも，又ひいてはわが国の貿易の発展
の上からも早く解消して，これら日雇労働者の常用化を促進すべきであると
も論じた。更に別の機会において（日本港湾経済学会年報 2号・昭和39年・
港湾労働対策への一提案）この常用化を促進するだけでなく，それよりも一
歩進めた方策として「公共雇用機関」を設匠すべきことを提案してその構想
を示した。
2. 輸出入貨物は，毎月繰り返して月末月初に集中し，このためこの荷役
のための労働需要も月末月初に異常に膨大な盪に上るという傾向にある。こ
の時期には各港ではバース待ちの船舶が沖合に移しく停泊し船混みの状態を
呈している。これがため，船舶の港費が著しく嵩み揚積に甚だしく日数がか
かるという経済的障害が生じるばかりでなく，労働は24時間労働というよう
な苛酷な作業が数日連続し，これによる傷害事故も続出することさえある。
この周期的な船混みから生じる荷役の混乱を緩和するために昭和30年以来関
係者が調整協議機関を設けて 1日の荷役口数を定めるなどして来たが，しか
し月末月初の船混みを解消することは困難であった。
月末月初に貨物が集中する根源については，各方面において鋭意研究を重
ねていたが，その結論ほ，或は，（1）輸出契約における商習慣によるとか，或
は，（2）信用状期限が月末に集中しているとか，又は，（3）船会社の配船が月末
月初に特に多いとか，であって全く因果関係が循環しており，解消できるポ
イントを見出すことが困難な結論であった。かかる実態は，関係者全部の苦
痛とするところであるため，相互に自粛する気運が自然に生まれ，近年は往
年のような極端な集中度は大分に緩和されて来ており，時には月央にヒ゜ーク
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が来ることも生じるに至ってはいるが，なお完全に解消するまでには至って
いない。この傾向が特に著しい神戸税関では，昭和41年 8月11日乃至 9月10
日の 1カ月に亘り，輸出申告 3万 1千余件の例について，信用状関係，船舶
関係について調査研究を重ねた結果，この 2関係については集中性が見出さ
れないという実態を見極め，結局，（1）の輸出業者の商慣習こそこの根本原因
であるという結論に達した。これにより，税関が輸出業者を個別指郡するこ
とにより，従来困難とされていた月末月初の貨物集中を一挙に解消し得ると
いう自信を得た模様である。しかしながら，もし月末月初の荷役集中が解消
したとしても，これが直ちに月初から月末まで毎日平均荷役址で終始するこ
とにはならない。日により著しい繁閑の差が残ることは当然である5輸出入
は業者の自由行為によって生じる現象であって，港湾活動に優先しているか
らである。港湾のあらゆる活動はすぺて受動的であり，能動的なのは箕物の
輸出入である。前者は従であり，後者が主である。たとえ，月末月初の荷役
集中が緩和されても他の日にこれ9が集中し，又極めて閑散な日もあることは
免れないところである。かかるとき，あらゆる難渋が一にかかって港湾労働
者特に日雇労働者にシワ寄せされることは明白である。そこで次の問題が生
れて来る。
3. 重要貿易港では貨物が殺到する日は 1万乃至 2万の労働力を必要とす
る。しかるに，閑散な日はこのうち 3分の 1又はそれ以上の多数の労働者が
不就労に陥り，一部分は資格があるため一般失業対策事業に回わされるか，
又ほ奔走して港湾以外の職に就くけれども，相当数の者が彼等の習性ではあ
るが 1日無為に暮らすこととなる。但し，大手業者の中にはかかる場合に月
間指名の日雇に対しては，いわゆる「あぶれ賃」と称して本給の 3分の 1乃
至 2分の 1程度の手当を与えているところもある。この財源は多くその専属
する船会社から出ている。しかし，これは限られた数に止まる。これに反し，
荷役殺到の日には港湾作業を定職としている労働者だけでは到底所要労働量
を賄いきれない。このような場合には，一方には「広域紹介」といってその
地域の公共職業安定所が他の地域の公共職業安定所，時には遠く他府県のそ
れに紹介を依頼するという緊急策がとられ，他方では業者が公共職業安定所
16 (16) 港湾労働法とその効果（柴田）
を通じないで直接に労働者を募集するという手段（通俗に門前募集といって
いる）で需要に応じるという違法行為が行われている。業者としては緊急事
態であるということを口実としているけれども，このような事態が例外なく
毎月数回起るということは，単に緊急事態といえるかどうか疑問であるばか
りでなく，この種の労働者には公示の賃銀よりは相当に高い賃銀を以って雇'
用するため地区労銀の体制を乱すばかりでなく，公共職業安定所登録の労働
者をも直接雇用へ吸弓Jしてしまうという弊害を伴って来ている。
4. 港湾労働者の中には，自分の職業に誇りを持っている者も決して少く
はないし，又，＿ーあらゆる社会で見られる図であるが一一狭い職域の中で
他から見れば些細な地位とはいえ職種によっては一種の優越感の如きものを
持っている労働者もあるにはある。しかし，大多数の日雇労働者は一般から
は下層労働者のように見られており，社会からは窮民．浮浪者の如くに取り
扱われるので，これが彼等をして劣等感を抱かしめ，いよいよ救いのない層
に陥って行く者が生じて来る。事実，港湾には他での失業者や時には前科そ
．の他の事由で就職困難なものが集って来る傾向があることは否定し得ないけ
れども，港湾荷役の作業そのものはその実技から見れば一般の運送労働，エ
場労働などと少しも変るところはなく，体力以外にいずれも或る程度の技能
と協調性とが要求されており，放浪者が直ちに就労できるという性質の作業
ではない。それにも拘わらず，一般からどん底階級のように見られているの
ほ，結局は彼等の多くがその日暮しの日雇労働者であることと・，彼等が人並
みの生活を営みかつ将来に希望のもてるような制度と施設とが十分に存在し
ないためである。
5. 港湾荷役特に船内荷役の主体が日雇労働にあることから，その労使関
係には甚だ特殊なものがある。業者と常用労働者との関係は一般経済界の労
使関係と概ね同じであるが，これとても多くの日雇労働者と共にチームを形
成して同じ作業に徒事している関係上，一般とは多少異る地位にある。殊に，
常用と純然たる日雇との中間にある長期契約の日麗労働者（いわば準常用）
が，職種によっては日雇労働者総数の半ば以上を占めている実情は，この労
使関係を一層に複雑な形にしている。
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港湾作業の労使関係における特殊性は独り労働者側にのみあるのではなく，
寧ろ使用者側にこそその根源がある。凡そ，港湾労働に対する真の裾要者は
荷主と船会社との二者である。荷主はその貨物を倉庫から港内に運び込み，
所定の船舶に戟み込み所定の時日に目的淮へ出帆してくれればよいのであり，
船舶は船側に集まった貨物を予定出帆時日までに船倉に完全な形で租み付け
を完了し，又は予定期間内に租込貨物を船倉から岸壁なりはしけなりに揚げ
てくれれば満足である。これらの運送，揚租の仕事は，稀なる例外を除けぱ，
世界のすぺての港では一切を挙げて荷役業者（港湾運送事業者）に委託して
いる。．荷役業者はこれらの委託を受けると，その常用する労働者と公共識業
安定所の紹介によって雇用した日雇労働者とを併せた労働力を提供して任務
を果たすこととなる。すなわち，荷役業者は労働力の供給者であると同時に
需要者でもある。いわぱ労働力に関する限り一種の仲立業の役割をなすもの
である。さればこそ，荷役業者の中には今でも乙種海運仲立業者（乙仲）の
各称を以って知られている業者が存在しているわけである。船会社および大
手の荷主はそれぞれ特定の荷役会社を専属とし，又はこれと提挑している。
後者には倉庫会社や陸運会社（日通の如き）が兼営するもの，一般荷役を専
業とするものがあり，通例これを元請荷役業者といっている。この元請業者
の中には自らの手で直接に荷役作業の全部を行っている大規模のものもある
けれども，多くは沿岸荷役．はしけ荷役，船内荷役などの各専業者に下請さ・
せて委託業務を行っている。これらの下請専業者は概ね中小企業であって
一定の元請業者に専属してその系列下にある。長年に亘って培われた系列化・
の業者の下で働く労働者は，常用である場合は勿論，日雇であっても長期契
約者となると相当に前時代的仁義に左右されることとなる。この心構えや態
度は，ひいては一般の日雇労働者（特に船内労働者）にも及び一連の非合理
的労使関係が生れて来る。この非近代的関係は近年に至って大分薄れて金銭
の魅力の方が強く関係を左右する要素になって来ているとはいえ，なお底流
としてこれが潜在していることは否めない。
6. 各港湾をそれぞれ一経営体と見るならば．一本に纏まった労使関係の
存在することが理想というべきである。しかるに，前記のような事情の下に
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あっては労働者の組織化が如何に困難であるかは明白である。尤も，港湾労
働者の組合は，昭和26年頃から各港，各業者毎に常用労働者の組合が結成さ
れ，これが更に乙仲，船内，沿岸，はしけ，検数などの職種毎に労働組合連
合会を結成して，一応の労働組合の形体を整えているけれども，実質は有効
組合員数も少く，．海員組合のようには統一性においても活動力においても高
度であるとはいえない。のみならず，主要港（特に神戸港）では右粟暴力に
つながる業者で強力な勢力をもつものがあり，これが労働組合を直接間接に
抑圧しているため，港湾ストは勿論のこと，十分な組合活動を発揮すること
ができない。殊に，港湾労働者の半ばを占めている日雇労働者の存在は，業
者にとっては有利な武器となり，常用労働者の組合活動を著しく抑制するプ
レーキとなっている。従来港湾ストは，かかる非民主的勢力の外にあり，か
つ組織の比較的強固な検数又はほしけの組合活動によって荷役作業のネック
を押えるという手段でのみ行われたに過ぎない。到底，アメリカ，英国に見
られるような港湾労働組合の活澄な活動は望むべくもない。
7． 荷役業者の大部分は中小経営者であり，その常用する労働者に対して
さえ十分な厚生福祉施設を持っていない。日雇労働者に対するこれら施設は，
本来ならば港湾労働を所管する都道府県が主体となり，港湾管理者や業者の
協力を得てこれを設けるぺきであるが，実際には主要港でさえも未だ十分と
は見ることができない。日雇労働者をして港湾に定着させ，彼等をして港湾
労働を定職とさせるためには，賃銀ばかりではなく，各種の厚生福祉施設
（退職金制度，住居施設，応急医療機関など）について十分な配慮を必要と
するであろう。
3. 港湾労働法の主旨
港湾労働法は昭和28年に立案に入り， 40年6月に成立公布され， 41年 7月
から全面実施になった。港湾労働法の目的とするところは，前節に述べた港
湾労働社会の特殊性のうち，港湾活動の性格から生じる必然的な事情を認め
つつも，非合理的な部分と労働者に不利になっている事実とを改善すること
である。そのために，日雇労働者を出来る限り常用化することを目指し，そ
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の過程として従来屈用不安定であった日雇労働者に対して常用労働者と同等
の生活安定を保節することがその趣旨となっている。すなわち，飽くまでも
社会政策的立法である。
港湾労働法の規定するところによると，先ず日屈労働者自身の享受する利
益を要約すれば次の 4点である。
1. 雇用調整手当（通俗にいうあぶれ賃）が支給されること。
2. 業者団体の制度が確立すれば退職金も受けられること。
3. 港湾作業に必要な知識および技能の訓練が受けられること。
4. 福祉施設が整備されること。
これらの制度を確実に実施するためには，各港湾では先ず次の体制を整え
る必要がある。
1. 日雇労働者の定数をきめること。これが定まらなければ雇用調整手当
支給の予算も立たなければ，その他の制度を実施する上での計画も立たない。
この定数をきめるためにほ労働者をしてその地区の公共職業安定所に登録せ
しめる必要がある。
2. 港湾労働に従事し得る者は，すべて常用労働者として届け出た者およ
びその地区の公共職業安定所から紹介された日雇労働者に限り，業者の直接
雇用は特別の場合を除き一切認めない。
3. 新制度を実施するための財源として，業者および受益労働者からの納
付金と国庫からの補助金とによること。そのためには，これを主管する公庫
が必要であって，これには既存の雇用促進事業団が当る。
4. 訓練，福祉施設整備を実施するためには実施者を定める必要があり，
これにも雇用促進事業団が当ることになっている。
5. 登録日雇労働者に対する退職金制度は，前記雇用調整手当とは別箇の
会計とし，先ずこれを実施する業者の団体を結成して中小企業退職金共済事
業団と退職金共済契約を結ぶと，中小企業退職金共済法が適用されて登録日
雇労働者はこの団体の従業員とみなされる。この団体の結成には労働大臣が
勧奨することになっている。
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4. 港湾労慟者の定数
港湾労働者の定数をきめることは現実には極めて困難なことである。常用
労働者でも常に異動しており，日雇労働者に至っては浮動性が甚だ強く，そ
の稼働総数は月によって異り，日によって変っている。港湾労働法によると，
「労働大臣ほ，毎年，港湾ごとに，港湾雇用調整計画を定めなければならな
い」となっており，この計画に定める事項として，（1）当該港湾において必要
な港湾労働者の数，（2）このうち日雇港湾労働者をもって充足すぺき数，と定
められている（同法第 3条）。 更に，その算出の方法としては，日雇労働者
の定数は，当該港湾において必要とする労働力の需要の合理的な予測に基づ
いて，労働省で定める業務の種類ごとに，港湾労働者に係る適正な労働時間，
就労日数等の諸条件を考慮して定めるものとしている（同法第4条）。 すな
わち，定数は将来 1年間の所要推計数ということである。各港湾はこの規定
に基づいて早速にその定数算定を行った。その算定方法は，初年度である41
年度については， 39年度 1年間の労働稼働実績および荷役量実績を基準とし
て41年度 1年間の荷役を推計し，これから一定算式によって 1日当り所要労
働者数を算出するという方式である。詳細は次の算式となる。
(1). 39年・労働延時間実絞x 翡虚→喜塁皇塁Ix座酉店藉薮x-½
=41年・月間労働延時間
(2) 41年・月間労働延時間x常用依存率
30日X9時間
=l 日当り常用労働者数………………•••(A)
(3) (A)x 30日
:・ 25日x0.9＝ 常用労働者定数
(4) 41年・月間労働延時間］間最高日労働者数比率
10 間
(5) (B-A)Xl.03X 
30日
25日X0.9
＝日雇労働者定数
＝最高日の労働者総数……(B)
右の算式のうち， 41年月間労働延時間の算出に当って，生産性指数を以っ
て調整しているのは，機械化，施設改良等の如き能率増進によって生じ得ペ
き労働者数の削減を意味し，これには「港運統計」所載の指数を39年 100と
して換算した数字が用いられている。又，日雇労働者定数の算出に当って
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22 (22) 港湾労鋤法とその効果（柴田）
は41年月間労働延時間に， 39年6月中の最高日労働者数比率（最高稼働人数
のあった 3日間の 1日当り平均を，その月の稼働労働者総数によって除した
比率）を乗じて，最高日における 1日当りの労働延時間数を葬出し，更に 1
人当り 1日平均就労時間10時間を以って除して，最高日の労働者総数を推計
した。この推計総数から 1日当り常用労働者数を差引いて 1日当り日雁労働
者数推計を算出し，これに 3％の余裕含みを加えた。この結果の数字は，も
ともと39年中の月間30日稼働を前提とした労働延時間実絞に辿いた推計であ
るから， 1カ月間 1労働者の稼働日数が凡そ25日間であり，更に実際にはそ
の凡そ90％しか実働していない事情に鑑み，最後に加うるにこの実働率を掛
酌して最後の定数とした。この最終段階の据酌は常用についても同じ取り扱
いである。
以上の方式を，各港について，船内，沿岸，船舶整備（船内・沿岸），はし
けの業種別に算定し，これらを合計したものが，その港の日扉労働者および
常用労働者の定数となる。ここには紙幅の関係上，神戸港に関する船内，沿
岸労働者だけの定数算出の実例を掲げることとした。
1I 港湾労働者定数 港湾労働法が適用される指
昭和41年度
定6大港の港湾労働者定数は，
港 別 総 数
I 
内・日雇労働者 このような方式でそれぞれ算
東京港 10,640 3,250 定され，労働省ほこれを中央
横浜港 17,550 6,380 
職業安定審議会と港湾調整審
名古屋港 8,730 2,770 
大阪港 15,770 5,680 議会に附議し，些少の修正が
神戸港 17,410 7,750 加えられて労働省から左のよ
関門港 11,080 4,880 
うに各港所在地の都府県労働
計 81,180 30, 710 
部に通達され，かつ労働大臣
から同時に告示された。
港湾労働者の定数をきめるということは，すべての港にとっては開港以来
の始めてのことであり，爾後この定数によって港湾活動を行うについては，
その数に相当の余裕があるものと見て余り不安を感じるものはなかった。寧
ろ逆にこの定数一杯の労働者が登録するかどうかということの方が各港関係
港湾労働法とその効果（柴田） 23 (23) 
者の危憚するところであった。
港湾労働者の登録は41年4月 1日から開始された。都府県の労働部は先ず
常用労働者の届出から始め，同年6月30日までに日雁労働者全部の登録を終
ぇ，そして 7月 1日から港湾労働法の規定を全面的に施行する予定であった。
すなわち， 7月 1日以後はその地区の公共職業安定所を通じなければ日雇労
働者を雇用できないことが原則であり，特別の理由がある場合のみこの例外
として直接雇用が許されているけれども，この場合といえどもその地区の公
共職業安定所にその旨を届け出る必要がある（法第16条）。 しかし，事実は
日雇労働者に対しては 6月30日までが準備期間のようになり， 7月になって
から日雇登録に全力を注ぐようになった港が多かった。すなわち，神戸港に
おいての 7月 1日以降の常用労働者の届出と日雇労働者の登録の数は次の通
りである。
業
常
日
合
w 神戸港港湾労働者届出・登録状況
昭和41年
種 別 7月1日 8月1日
用 船 内 4,760 5, 161 
沿 岸 4,600 4,752 
ほしけ 1, 111 1,382 
い かだ 141 140 
船舶整備 1,250 1,396 
計 11,862 12,831 
定数に対する％ 122. 8% 132.8% 
雇 船 内 349 742 
沿 岸 1,316 1,968 
船舶整備 34 89 
女 子 4 14 
計 1,739 2,813 
定数に対する％ 22.4% 36.3% 
計 13,601 15,644 
定数17,410に対し 78.1% 89.9% 
10月31日
5,443 
4,706 
1,447 
138 
I, 420 
13, 154 
136.0% 
1,033 
2,237 
162 
21 
3,453 
44.S劣
16,607 
95.3% 
41年 7月 1日現在で神戸港では常用労働者の方は，定数を約23％も超過し
24 (24) 港湾労働法とその効果（柴田）
た届出があったが，これに反して日雇労働者の方は定数の僅かに22％余にし
か達しなかった。すなわち，常用届出の方は定数を僅かに超えたためその限
りにおいては問題はないが， 日雇登録については定数に対して余りに隔りが
あったため，地区職業安定審議会においてその原因と対策とについて大に論
議が交わされ，新聞紙上においても港湾労働法そのものの効果について疑問
を投げるものが少くなかった。殊に，この傾向は既に 4月の暫定実施のとき
から明白に表われていた現象であるため，時には労働行政当局の行政指等に
対して非難する声もあった。その原因については，
1. 登録申請者の適格検査（港湾労働法第8条 2)に当り病気等のため不
適格になった者が多い。
2. 登録申請には写真と戸籍証明とを添えることが要求されているため
（港湾労働法施行規則第2条2)，日雇労働者の中には身分の表明されること
を嫌うものもある。
3. 登録日雇労働者には雇用調整手当等の特典があるためと多数整理の都
合上からと毎日定時に出頭すること，訓練を受けること，各種の届出など，
いろいろの義務が課されており，彼等は自由労働者の習性上これらの束縛を
嫌って申請を渋るものが少くない。
4. 労働者の中には港湾労働法の実施を甘く見て一ー恐らくこれが最大の
原因であったように思われる一一公共職業安定所に頼らなくても，業者は必
ず直接に雇用してくれるものと信じていた者も少くない。特に船内労働のエ
キスパートにはこれが多かった。
5. 7月 1日施行当日の公示賃銀が直接雇用の場合に比べて一般的に 300
円乃至 500円低く，又6月中の公示賃銀に比ぺても多少低くかったために安．
定所に出頭した労働者にして登録を渋ったものが甚だ多かった。公示賃銀ほ
殆ど業者の提示に基づいた求人条件であるが，業者特に船内荷役業者は，港
湾労働者の一般的不足を見越して，従来の月間指名の日雇労働者をそのまま
常用化して労働力の確保を急いだため，支払労銀が多額に固定し，当日限り
の日雇労働者に対する賃銀を抑えざるを得なかったということが理由の第一
であり，又，労働者が従来に比べて低く過ぎると見た公示賃銀ほ，従来の公
港湾労働法とその効果（柴田） 25 (25) 
示賃銀と異り，港湾労働法第35条と労働省告示第30号によって，健康保険料，
雇用調整手当負担金等を差引いた額であることを，労働者に知らされていな
かったということが理由の第二であった。
このような理由により，日雇登録数は港湾労働法実施に際して甚だしく不
首尾ではあったけれども， 1カ月後の 8月 1日に至ると，この届出．登録率
は常用が 132.8%， 日雇が36.3％となり，いずれも相当の増進を示しており，
両者合計すれば15,644人となって定数の90％に達するに至っている。この増
進の傾向は，その後 3カ月連続し， 10月末現在では常用届出が13,154人とな
り常用定数に対して 136％を示し，日雇登録は 3,453人となって日雇定数に
対して44.5％を充たし，合計では16,607人となって殆ど定数に近くなり，そ
の95.3％に達するに至っている。
画期的な港湾労働法の施行に際して，雇用事情が或る程度の混乱を招くこ
とは已むを得ないことでもあるし，又予想されたことでもある。昭和40年6
月3日公布後 2年以内に施行すぺしと指示されていたものを（港湾労働法附
則第 1条）， 1年後に全面実施を行った実績としてほ先ず良好な成績であった
といえるであろう。すなわち港湾労働法の基本精神ほ，日雇を出来るだけ
常用化することにあり，当初の目標は日雇依存率を40年度のそれに対し90%
に減じて，この10%．を常用化するという要請であったことに鑑みると (41年
4年 1日労働省告示第12号，昭和41年度港湾雇用調整計画），実績ほ造かにこ
れを上廻り，法全面実施前に既にこの要請を充たしたということは，一面，
日雇登録の著しい不振があったとしても，部分的には成功しているといって
も差支えあるまい。それにも拘わらず，当時新聞紙上などにおいて港湾労働
法の欠陥と行政指導の不備とを頻りに指摘し非難する声があった。これは日
本人特有の性急が然らしめたものであって，古来，革新行政がなされたとき
には常に起る旧体制との確執と見てよい。
神戸港以外の指定港における労働事情は，それぞれこれとは異る様相を示
した。第V表は，神戸港と同一時限における統計ではないが，概ね法施行後
約 1月半以上を経過した日における常用届出および日雇登録の実績とその定
数に対する比率を示した表である。
26 (26) 
常 用
日 雁
計
港湾労鋤法とその効果（柴田）
V 常用届出・日雇登録状況
横 8浜月 港
41年 20日 名41年古8月屋18日港
人
'‘ 
人
10,891 97.S 5,765 96. 7 
'4,641 72. 7 1,572 56.7 
15,532 88. s I 7,337 84.0 
大 8阪月 港
41年 20日
’‘ 人 ％ 8,644 85.6 
2,814 49.S 
11,458 72.6 
これを見ると，共通の点は 3港とも常用届出の定数達成率の方が日雇登録
のそれよりも大きいということであるが，しかし，神戸港に比ぺれば逝かに
低く，この時点においては未だ 100％充足には達していない。日雇登録達成
率は神戸港に比べれば横浜港は逝かに，大阪，名古屋両港は多少ともその率
は高い。すなわち，神戸，横浜，名古屋，大阪各港を通じて，定数に対する
常用労働者達成率は高く，日雇労働者達成率は低いということになる。その
最も端的な現象が神戸港において見られるというわけである。
かかる現象が生じていることには 3つの原因がある。
1. 各港に指示された常用定数は従来の実数と余り差がなく．法実施後の
その届出には当時の常用実数だけでも指示定数に近かつたこと。これに実施
当時の長期契約の日雇労働者（神戸では月間指名日雇）を常用化するとすれ
ば，優に定数を超過することもあり得たこと。
2. 前にも述ぺたように，港湾労働者の不足を告げている折柄なので，大
手の業者は出来るだけ多くの労働者を確保しようとした跡が見られた。この
ためには先ず長期契約の日雇労働者を直ちに常用化することであった。その
反面，日雇定数の中に含まれている長期契約の日雇労働者が常用化されて，
日雇登録数をその定数には及ばない結果とさせている。
3. 常用労働者の届出数において神戸港が独り著しい定数超過を示してい
ることは，日雇の常用化についての行政指導が比較的に行き届いていたこと
にもよる。元来，神戸港では比較的に雇用秩序が維持されており，近年は日
雇労働者にして公共職業安定所を通さずに直接雇用される者が特別の場合を
除いては極めて少なかった。これは常から職安を通さない求人求職は違法と
して厳重に取り締まっており，時折り勃発した職安構内における労働者の騒
港笥労働法とその効果（柴田） 27 (27) 
擾も，つまるところ職安の権威に対する労働者の反抗であって，この誕をか
えせば，それだけに当局は秩序維持に対して熱意を保持している証左ともい
える。労働者が職安に対して関心が薄く，又職安が労働者に対して統制力を
振っていなかったとすれば，却って職安に対する労働者の反抗は起らない筈
だからである。
以上，各港の労働者定数に関する実態から見ると，港湾労働法の目標とし
ている日屈労働者の常用化促進も，総数として見る限り定数充足の問題も，
法施行後4カ月にして達成され，もしくは達成する見透しがついたといえる
と思われる。当初，届出数，登録数に対して不信感を抱いていた一部の世論
も，時の経過に伴って，それが性急のなせるわざであったことを知らされた
ことであろう。
それにしても，法施行当初において労働省が指示した常用定数と日雇定数
との割合が，完全に想定を外れたという事実は否定できない。当初の定数は
前述の如く 39年の実絞を基準としてエコノメトリカルに推算した結果であっ
て，質の変化，構造的変革を磋も予想していなかったという批判は免れない。
すなわち，革進的な港湾労働法が実施された暁には，業者も労働者も自分に
有利なる方向に向って行動するであろうということは予想されることであり，
これが如何に数の上に影孵し，従来の比率を破るに至るかという研究が全く
無かったとの批判を逃れることはできない。
5. 直接雇用の問題
港湾労働法第10条には次のように規定されている。
「事業主は，公共職業安定所の紹介を受けて港湾運送の業務に使用するた
めに雇い入れた者でなければ，日雇労働者として港湾運送の業務に使用して
はならない。ただし．公共職業安定所に日雇労働者に係る求人の申込みをし
たにかかわらず適格な求職者がないためにその紹介を受けることができない
とき，その他公共職業安定所の紹介によっては日雇労働者を雇い入れること
ができないことについて労働省令で定める理由があるときは，この限りでな
し‘o
28 (28) 港湾労慟法とその効果（柴田）
2 事業主は，前項ただし書の規定に該当する場合において，同項本文に
規定する者以外の者を日雇労働者として港湾運送の業務に使用するときほ，
労働省令で定めるところにより，当該日雇労働者の雇用期間その他労働省令
で定める事項を公共識業安定所長に届け出なければならない。」
要するに，港湾運送業者が日屈港湾労働者を屈用する場合には原則として
職安を通さなければならない。 （この場合も登録日雇労働者が優先屈用され
る。法第19条）ただし，もし職安の求職者中に求人条件に適合する労働者が
ないときは業者は直接雇用してもよろしいが，このときは職安に届け出なけ
ればならない，ということである。問題となったのは，この但し書の例外規
定である。
この例外規定の意図するところは明白である。既に述ぺたように，港湾労
働の特徴として 1カ月の中に 5日間乃至10日間は莫大な労働最を必要とする
日がある。かかる日には，業者が職安に求人申し込みをなしても，求職者の
絶対数の不足とか，求人条件（主として要求に適合する職種）に合致する者
がないとかの理由で，要望を充足されないことがある。又，職安も業者も
（特に神戸港では）概ね輸出貨物の荷役盈を標準として平常の雇用労働盤を
用意している傾向があるが，そこへ予測しながった大最貨物の揚荷役（例え
ば鯨工船の入港など）の注文が通報されたような場合には，多数の特殊な荷
役人夫を急速に用意する必要があり，到底職安のみに求人を頼っていること
のできない場合も起り得る。特に，天災その他やむを得ない理由で職安に求
人申込みができない場合も当然に予想しなければならない。このような特別
な場合には例外的に業者の直接雇用も已むを得ないとするのが，この但し書
の趣意である。
港湾労働法案の作成に当っては，各港における港湾荷役と港湾労働との実
情に鑑みて，かかる但し書を設けることは当然であろう。立案者としては必
然の措置であり，この但し書がなかったとすれば，恐らく実情を無視した法
律であるとの非難が集中したに違いない。しかるに，法施行直後にこれと全
く反対の意向が各方面に現われた。それは，この但し書ほ，従来は非合法と
して取扱われていた業者の直接雇用が却って合法化されることになるという
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非難である。たとえ，蹴安への届出が条件になっているとはいえ，直接雇用
が許されているとなると，業者の中は求人手続の煩瑣を避ける気持ちが手伝
って， 日雇労働者を登録，無登録にかかわらず直接屈用する業者が出て来る
だろうという懸念からである。法の完全実施後，前に述ぺたように，日雁登
録がはかばかしく進展しない現象が生じると，この非難は極度に高まった。
殊に神戸浩においてはこの非難が厳しかった。神戸浩地区職業安定審議会
では，特に港湾労働組合の代表は挙ってこの但し替を非難し，その無視実施
を主張して登録者のみの屈用を強調して止まなかった。労働所管当局である
兵庫県労働部も職安に求識紹介の申込みをした日屈労働者に限って港湾労働
に従事することができるという建て前を終始明確に堅持した。又，業者代表
からも席上においては，いずれも直接雇用も差支えなしという声はなく，殊
に門前邸梨（閥雇用）についてはこれを厳禁すべきであるという強い意見が
全員から出された。ただこの際，ー業者代表から「当局は港の実際活動につ
いてもっと認識を深めて欲しい」という含みある発言があったことは印象的
であった。又，業者の関心事は労働需要の充足であって，この但し書を無視
する上からは，荷役の輻鞍時には，（1）業者間の労働者融通を認めること，（2)
隣接港との労働融通を認めること，を要望する声も高かった。 （現在は職業
安定法の規定により業者間の直接相互融通，登録地域外での就労は認められ
ていない）
神戸港以外の港においても，港湾作業には登録日雁労働者のみを使用する
ということは多くの業者自体が確認しており，労働省においても法第16条但
し書は「ないもの」と見なして雇用体制を整えるよう行政指報を指示して来
た。
ところが，この但し書を生かして適用しなければならない事態が間もなく
神戸港において発生した。それは，ある船舶消掃業者からタンカー清掃のた
め相当数の日雇労働者を大阪および尼ケ崎から直接屈用したいことを当局に
申し出たことに始まる。この件の取扱い方につき取調べの最中に，更に神戸
港に捕鯨母船が帰港するという情報が入り，この荷役を引受けた業者から同
じく多数の日雇労働者を他地域から直接雇用したいとの願が当局に出された。
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船内清掃も冷凍食品荷役も共に特殊の職種であって，前者は港湾労働の関連
作業に属し常用労働者が 1,500人足らず，日雇労働者も僅か 160人前後しか
登録者がなく，日雇としてはたとえ賃銀は多少高くても志望者の最も少い識
種である。冷凍食品の荷役も日雇労働者の嫌う作業であって，特に神戸浩地
区では常用にも日雇にもこれに適合する労働者が甚だ少く，もしこの荷役が
神戸港でできない場合は他港に投錨するよう打電するという状態に四かれた。
地区審議会は港湾労働法第16条但し書および同第 2項に準拠しての正しい事
情であることと，神戸港の繁栄に影轡あることとを考應して，この二つの申
請を許可して差支えないとの意向に一致し，当局はこれに従ってそれらの直
接雇用を認めることとした。
しかるに，この措置に対しては一部から強い反撥を受けることとなった。
その端は大阪港において発した。港湾労働法が全面実施されてから 5日目に．
大阪港労働公共職業安定所に荷役業者から出された求人申込み数は l,400余
人に及んだが，これを充足し得たのは僅か 2分の 1の700余人に過ぎなかっ
た。そこで業者のうち約10社は大阪港からは逃か離れた釜ケ崎まで出掛けて
不足数の労働者を直接雇用したという事態が生じた。これは．同地区の船内
荷役業者が 6月21日に申し合せた登録労働者以外の者は雇用しないという取
り極めに反するものとして，不自由を忍んでも直接雇用をしなかった業者か
ら強い不満が出され，更にこの不満は拡大されて新聞などは港湾労働法は既
にザル法化したとまで非難するに至った。しかし，識者の中には「港の任務
ほ出入貨物を滞りなく運送および蔵置の軌道に載せることにあり，従って緊
急の場合には直接雇用も又已むを得ず，ここに法第16条但し書の存在理由が
ある。しかし，飽くまでも法第16条2項の届出義務を怠ることは許されな
い」との意見が強かった。いいかえれば，港湾労働法施行規則第19条，第20
条の規定を厳重に実施すれば足りることであり，例外を絶対に排除するとい
うだけでは角を矯めて牛を殺す結果となる恐れがあるというのである。すな
わち，直接雇用を排除すべきことは港湾の雇用体制の上からいって理想とす
るところであるが，常に受動的である港湾活動の実情から見れば，貿易優先
の国策から考えても又，労働不足の現状から見ても．貨物輻轄時の措置を予
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め十分に配屈して四く必要がある。
6. 扉用調整手当の問題
31 (31) 
公共職業安定所に登録した日屈港湾労働者は，毎日所定の時刻には職安に
出頭しなければならないが，もし出頭しても職にありつくことが出来なかっ
た場合には，港湾労働法の規定により（法第30条 1号），雇用調整手当が支給
される。又，雁用促進事業団の事業として行われる港湾労働に必要な知識及
ぴ技能の訓練を受ける日についても，同様に雇用調整手当が支給される（法
第30条2号）。 この支給日額は失業保険金の日額を下らない程度であって，
従って登録日雇港湾労働者に対しては失業保険法が適用されない。
雇用調整手当の支給に要する費用は，事業主（雇用者）および登録日雇港
湾労働者が支払う納付金と国庫から支出する補助金との 3つで賄うことにな
っている（法第35条，第52条）， これらの納付金および国庫補助金は業者お
よび国庫から雇用促進事業団の委託を受けた金融機関に払込まれて同事業団
の特別会計として処理され，不就労日雇労働者に支給される雇用調整手当は
この特別会計から支払われることになっている。
右の納付金のうち，業者が負担すぺき額は，業者が各月につき現実に雇用
した登録労働者の延数に，労働大臣が定めた金額（現行では 120円）を乗じ
た額であり，登録労働者が負担すべき額は，各労働者の賃銀日額に応じて 4
段階に分けられており，賃銀日額 1,300円以上は20円1,000円以上 1,300円
未満は16円， 660円以上 1,000円未満は20円， 660円未満は 8円となってお
り（昭和41年 7月 1日労働省告示第30号），後者は業者が支払賃銀から源泉徴
収して労働者に代わり納付することになっている。而して，上記の納付金の
率を決定するについてほ，労働大臣は港湾調整審議会（総理府所管）と中央
戦業安定審議会（労働省所管）に附議しなければならない。又，国庫補助金
は毎年度において雇用促進事業団が徴収した納付金総額の 2分の 1の額と限
定されているが，もしその額がその年度において事業団が支払った雇用調整・
手当総額の 3分の 1を超過した場合には，その超過額を控除した額に止める
ことになっている（昭和41年 7月 1日港湾労働法施行令第 3条）。 すなわち，
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毎年度雇用調整手当支払総額の 3分の 1までは国庫が補助するということで
ある。更に換言すれば，雇用調整手当の財源は使用業者と被用労働者とで3
分の 2，国庫が 3分の 1を負担するということになる。
登録日雇労働者に支払われる雇用調整手当の額については，港湾労働法施
行規則第32条乃至第38条の規定する方法で計算される金額である。しかし，
そこに記された条文は甚だ晦渋難解であるが，これはその計邸方法そのもの
が複雑であることにもよるのであろう。
雇用調賂手当の各労働者への支給額は，賃金日額と称する 4級に区分され
た格付け基準に対して，手当日額と称する同じく 4級に段階づけられた金額
を当てはめた額である。
1. 賃金日額
賃金日額は就労 1日毎の賃銀であるが，これは就労 8時間単位で定まって
いる公定賃銀ではなく，就労毎に実際に支給された賃銀額である。従って，
或る日の就労が 8時間未満である場合にはその実際支給額がそのまま賃金日
額となるが， 8時間を超えた場合も16時間未満である場合は 1日と見なされ，
8時間未満の就労時数は切り捨てられる。すなわち，就労 1日とは連続就労
8時間以上16時間未満のことであり，従って或る日の就労が17時間とすれば
就労 2日間となる。賃金日額はこの就労 1日間の賃銀であって，従って17時
間就労の賃銀が 2,000円であったとすれば，賃金日額は 1,000円となる。こ
のように計算された賃金日額は，第 1級 1,300円以上，第 2級 1,000円以上
1,300円未満，第 3級660円以上 1,000円未満，第4級660円未満の 4等級
に格付けされる。
2. 手当日額
一労働者の調整手当の日額は，支給月から遡って 2カ月前および 3カ月前
の2カ月間（例えば支給月が昭和41年11月とすれば同年8月と 9月との 2カ
月間）における就労 1日毎に格付けされた前記賃金日額に従い，第 1級5点，
第2級4点，第 3級3点，第4級2点として（従って前例1,000円は第 2級で
4点），毎日の点数 2カ月分を並ぺ，これを合計した点が 140点以上であれば，
手当日額第 1級として 820円， 112点以上 140点未満であれば第 2級として
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650円， 84点以上 112点未満であれば第 3級として 500円， 84点未満であれ
ば第4級として 330円の屈用調整手当の日額がその労働者について定まり，
この等級がそのまま支給月とその翌月の 2カ月間に適用される。但し，格付
月 2カ月間のうち．計上されるのは28日間までに限られ． 1カ月の就労日数
は14日間という前提のもとに高点から順次に点数が加邸されることになって
いる。又，格付け月と支給月との問に 1カ月の空間が匹かれているのは，多
数労働者について調査箕定を行う期間を必要とするためである。
この外，始めて登録した労働者の格付け等の例外措匠などの規定もあるが，
ここでは省略する。右に述べた算出方法はなお複雑であるため，次に仮例を
設けて説明する。
例えば，昭和41年11月以降の手当支給月においてほ，一労働者が 8月およ
ぴ 9月の 2カ月に，賃金日額が 1,300円以上になった日が20日間 (100点），
1,000円の日が10日間 (40点）， 800円の日が 5日間 (15点）とすると，実際
就労した日数では35日間であるけれども，手当の格付け計算では賃金日額
1,300円以上の20日間と同 l,000円の10日間のうち 8日間だけが計上されて，
2カ月の合計点は 132点となり，手当の日額第 2級であって， 11月12月の 2
カ月にわたり不就労 1日につき第 2級の 650円の雇用調整手当が貰えること
となる。
雇用調整手当は雇用促進事業団支部の地区分室から労働者に直接支払われ
ることになっている。そして先ず，港湾労働法全面実施の 7月 1日以降支給
されたが，最初の 2カ月間は前述の格付け月の賃金日額が定まっていないか
ら，経過措置として平素支払われた日給賃銀額を 4級別して支払われること
とした（法施行規則第36条）。 ところが，神戸港では最初の 7月は支給の規
制手続が未だ確立していなかったため，合法的不就労の証明のない日雇労働
者にも労働者手帳を持っているというだけで，手当を一律 500円支給したの
で，支給人員が毎日多数に上り，多い日は 1,200を超えることもあった。 41
年 7月以降42年 2月までの支給人員と支給額はついにVI表のようになった。
VI表に見るように，神戸港地区では法施行以来 8カ月間に既に手当支給人1
員約 115,000人，その金額 7,316万円の多きに達してしまった。これを賄う
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月
昭和41• 7月
8月
9月
10月
11月
12月
昭和42• 1月
2月
8カ．月合計
1カ月平均
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VI 雇用調整手当支給額（月合計）
神戸港地区
日 数 支給人貝
日 人
26 20,446 
20 1,442 
26 5,693 
25 7,534 
24 22,271 
26 18,701 
24 24,747 
23 13,999 
194 114,833 
14,354 
支 給 額
円
10,223,000 
923,450 
3,539,850 
5,035,040 
15,009,400 
12,995,960 
16,835,300 
8,589,120 
73,160,120 
9, 145,015 
財源ほ雇用促進事業団の特別会計によるのであるが，神戸港だけについて見
ると，業者，労働者からの納付金と国庫補助金とは概ね次の金額となる。但
し，業者納付金計算の基礎となる登録日雇の雇用延数の統計が不明なため，
ここでは公共識業安定所の紹介人員 (VI表中）を以って仮に前者と見なさざ
るを得なかった。すなわち，これ以外に長期契約の日雇労働者があるので，
その間に多少の誤差があり，従って結果が概算となることは已むを得ない。
更に， VI表ほ 9月以降 6カ月分の統計であるため， VI表の支給統計との比較
上月平均でこれを見ることとした。又，納付金ほ業者は一律に 1雇用 1日に
つき 120円であるが，労働者は賃金日額の平均を第 2級と見て就労 1日につ
き納付金16円と推定し，雇用労働者 1人につき合計 136円の納付金があるも
のとして計算した。
136円X 26,312人＝ 3,578,432円…………………••• 1カ月平均納付金額
3,578,432円 X~=l, 789,216円・．．．．．．．．．．．．同上国庫補助金
5,367,648円……………………手当支給財源
実際には恐らくこの数字を相当に上廻っていると思うが，この計算による
と，過去の実績は毎月平均 3,777,000円の赤字を出していることになり，こ
れを 1年間に拡大すると実に年間45,328,000円に達することになる。 8カ月
聞の経験は近い将来を予想するためには比較的に確かな資料であり，手当の
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支給を受ける人員は今後といえども暫らくは減じる傾向はあり得まい。殊に，
これが特別会計になっているために赤字解消の途は現在では内包的にしかな
く，従って，（1）納付金の率を改めるか，（2）国庫補助率を高めるか，（3）不就労
の登録労働者に対する支給条件をもっと厳しくするか，（4）登録に制限を設け
て厳選するか，である。
日雇労働者の登録はIV表に示した通り 41年10月末で僅か 3,453人であった
けれども，これはその後少しも増加せず， 42年 2月末現在でも， 3,115人と
却って減じて日雇定数 7,750人は全く意味なき数字と化している。この登録
者の全員が 1カ月に24日間雇用されたとすれば 1カ月延人員74,760人となる
筈であるが，実際には紹介就労延人員が月平均で26,312人（珊表）であるか
ら，たとえこの外に長期契約による登録日雇で事業所へ直行する者が相当に
あったとしても，かなりの数の登録労働者が余っていることになる。このう
ち，手当支給条件に適った者の人数がVI表に示された支給人員である。
このように，一見労働過剰のように思える事態であるにも拘わらず，業者
の求人申込みは常に完全には充足されていないという奇異な実情にある。
（頂表）これは，労働者が求職紹介を申し込んでも，求人条件に適合しない
ために生じる現象であって，求人条件としては賃銀，職種作業内容等であり．
殊に職種の喰い違いが多いように思われる。故に，過去の実績に照して，求
人条件に添うような労働者の登録を特に促進する行政指導が望まれると同時
に，賃銀も港湾外労働に比して劣らぬ程度に引き上げる必要が痛感される。
月
昭和41年9月
10月
1月
12月
昭和42年 1月
2月
1カ月平均
頂 日雇港湾労働者紹介状況
神・戸港
求 人 数 紹 介
人
35,553 29,700 
36,247 32,946 
22,860 22,231 
31,462 26,577 
24,008 22,171 
25,250 24,248 
29,230 26,312 
数 不充足数・
人 人
5,853 
3,301 
629 
4,885 
1,837 
1,002 
2,918 
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7. その他の問題
以上，港湾労働法実施に伴って生じた主要問題につき解説論評を加えたが，
この外に残された問題としては，（1）退職金共済制度，（2）福祉施設，（3）知識・
技能の訓練があり，いずれも中小企業退職金共済事業団および雇用促進事業
団の業務とするところであるけれども，現在はまだ計画，準備の段階にあり，
これらが発足し又は完備するにはなお 1年以上の歳月を待たなければならな
いだろう。性急に事を運んで内容充実を忘れ，ただ表面をとりつくらうだけ
に終ることは，港湾活動の発展と合理化の上からいって厳に戒めなければな
らない。
港湾労働法の実施は，わが国としては革新的な事態であるため，各方面に
対しても又強い影轡を与えた。先ず，常用労働者を対象とする港湾労働組合
は，過半数の常用労働者を擁して既に組織化され， 日本港湾労組連合会の配
下に各港労働組合連合会があり，時に労働運動に活躍したこともあるが，日
雇港湾労働者は従来から全日本港湾労働組合なる組織体はあったが，労働者
の雇用関係が明確でないためその組織は前者に比し強固でなく，組合員数も
少なかった。法施行により日雇の殆ど全部が登録され，登録労働者には雇用
調整手当，退職金等の特典が与えられることになったので，これらを全面的
に掌握し得る機会が生じた。すなわち， 日雇港湾労働者の組織化が強化され，
団体交渉権さえ持つことも不可能ではなくなった。これに対する使用者側す
なわち港湾運送業者は，従来といえども協会を組織していたけれども，これ
は飽くまで業務協定を主とした組織であって，業者が有機的に一体となって
•いる機関ではない。日雇労働者の組合攻勢を受けて立ち得る体制は殆ど整っ
ていない。しかし，労働者側の組織強化は，従来の漫然たる状態にあること
が許されず，元請，各業種別の・シンジケートを更に統一する各港港運協会が
組織された。近く港湾運送事業法も改正され，各業種にわたり業態が強化さ
れるであろうから，業者側の有機的組織化も一段と進むことが期待される。
しかし思うに，これら港湾活動の合理化の実現がかくも容易に進められつつ
ある底には，従来港湾に根を張っていたいわゆる暴力組織が一掃されたとい
港湾労拗法とその効果（柴田） 37 (37) 
う事実のあることを，この際特に銘記しなければならない。
（附記） 本稿に掲げた統計表はすべて兵庫県労働部から提供された数字を基礎として
いる。 （昭和42年 3月稿）
